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Abstract

Many studies have been conducted on cues to action and perceived barriers to exercise and sports. However, few studies 

have linked these to exercise and sports frequency. The purpose of this study was to cross-sectionally examine the relationship 

between exercise and sports frequency and cues to action and perceived barriers in Japanese adults. Stratified two-stage sampling 

was employed to recruit 1,600 adults from Kanoya City, Kagoshima Prefecture. Of the 646 respondents who completed the mailed 

survey, the data of 617 participants (mean age: 57.7 ± 16.9 years) were analyzed, after filtering out responses with missing data 

on socio-demographic attributes and exercise and sports frequency. Based on exercise and sports frequency, the participants were 

divided into three groups: the regular group (performing exercise and sports at least once a week), the irregular group (perform-

ing exercise and sports at least once a year), and the non-habits group (performing no exercise and sports in the past year). While 

exercise and sports frequency was the dependent variable, the other factors acted as independent variables. In relation to cues to 

action, the regular group had significantly high social support and physical environment support. Regarding perceived barriers, 

while the irregular group experienced significantly higher time constraints, the non-habits group suffered significantly higher 

psychological constraints. Thus, for people with exercise and sports habits, exercise and sports habituation may be brought about 

by environments where they can make friends or have facilities for such purposes. Meanwhile, for people with no or irregular 

exercise and sports habits, sufficient time and motivation are more likely to develop exercise and sports habits.
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Ⅰ　緒　言

運動は「身体活動のうち，体力の維持・向上を目的と
して計画的・意図的に実施し，継続性のある活動」と定

義され（厚生労働省，2013），健康づくりにおける積極的
な身体活動として推奨されている（厚生労働省，2000）．
一方，スポーツは「心身の健全な発達，健康及び体力の
保持増進，精神的な充足感の獲得，自律心その他の精神

１） Graduate School of Physical Education, National Institute of Fitness and Sports in Kanoya 1 Shiromizu-cho, Kanoya-City, Kagoshima 
891-2393, Japan

２） Department of Sports and Life Science, National Institute of Fitness and Sports in Kanoya 1 Shiromizu-cho, Kanoya-City, Kagoshima 891-
2393, Japan



2 九州体育・スポーツ学研究　第38巻　第１号　令和５年３月

の涵養等のために個人又は集団で行われる運動競技その
他の身体活動」と定義されている（文部科学省，2011）．
すなわち，スポーツは運動の定義に該当しない「競技性」
を有しており，それぞれの定義には一部種差があること
を意味する．しかし，運動とスポーツはどちらも余暇の
身体活動として位置づけられ，生活習慣病のリスク低減
（厚生労働省，2013）や主観的健康感の向上（スポーツ
庁，2020）など，心身にもたらす効果を有している．こ
のように，運動とスポーツは競技性の観点を除けば，共
通点が多い．そこで，本研究では，運動およびスポーツ
の定義を統合し，「運動・スポーツ」とする．
2022年度に策定した第３期スポーツ基本計画（スポー
ツ庁，2022a）では，2026年度までの５年間で，成人の週
１回以上のスポーツ実施率を70％程度とする目標を掲げ
ている．現状として2021年度の調査（スポーツ庁，
2022b）では，週１回以上の運動・スポーツ実施率は全体
で56.5％と今後13.5％の増加が必要となる．また，
Dishman et al.（1985）は，運動を継続していても，６ヶ
月後には約半数の者が中止してしまうと報告している．
これらのことから，運動・スポーツ実施率の目標を達成
するためには，「運動・スポーツを開始するための支援」
だけでなく，週１回以上の運動・スポーツを実施し，か
つ１年間継続期間を有する者も途中で中止しないよう
「運動・スポーツを継続するための支援」にも注視する
必要がある．なお，厚生労働省（2012）は「頻度」，「時
間」，および「期間（継続）」，笹川スポーツ財団（2020）
は「頻度」，「時間」，および「強度」を用いながら，各々
運動・スポーツ習慣者の定義を決めている．一方，ス
ポーツ庁（2022b）の調査では，運動・スポーツ習慣者を
頻度別で定義している．いずれの定義においても，運
動・スポーツ習慣者の定義には「頻度」が含まれている．
各機関は頻度を用いて，運動・スポーツ実施の基準を，
週１回以上（スポーツ庁，2022b）または週２回以上（厚
生労働省，2012；笹川スポーツ財団，2020）と定めてい
る．これは，国内では少なくとも週１回以上の運動・ス
ポーツ実施が「習慣」と位置づけられていると解釈でき
る．以上のことを踏まえ，本研究では，運動・スポーツ
習慣者の定義に頻度のみを採用し，週１回以上の運動・
スポーツを実施している者を「習慣群」と定義する． 

運動実施を促進する行動理論の１つに，ヘルスビリー
フモデル（Rosenstock, 1974）がある．このモデルは，健
康に対する「危機感（脅威）」が高いことと，健康行動に
対する「メリット（有益性）」が「デメリット（阻害要
因）」よりも大きいことの２つの条件が健康行動を取る
ために必要であることを示している（Rosenstock, 

1974）．さらに，「基本属性」と「行動のきっかけ（促進

要因）」は，「危機感（脅威）」に影響を及ぼす要因として
含まれている（Rosenstock, 1974）．Marcus and Forsyth

（2003）は，運動習慣の決定因子に促進要因を挙げ，調査
する意義について言及している．諸外国では，運動開始
および継続を図るため，専門の指導者からの支援（Dunn 

et al., 1997；King et al., 1993） や，医師からの支援
（Margitic et al., 1999），プログラムの情報提供（Goodman 

et al., 1995）など，促進要因の概念を活用した取り組みを
報告している．一方，Janz et al.（2002）は，ヘルスビリー
フモデルに含まれる観点の中で，「阻害要因」が健康行動
に最もマイナスに作用する因子であることを報告してい
る．また，Marshall and Biddle（2001）は，運動行動変容
ステージと阻害要因との関係についてメタ分析したとこ
ろ，阻害要因への影響を大きく受ける者ほど，運動実施
に至っていないことを示し，運動実施を促進するための
介入として，阻害要因の解消を図る戦略を取り入れるべ
きと述べている．つまり，運動実施の開始・継続を図る
ためには，「促進要因」と「阻害要因」の２つの観点を考
慮した方策が必要といえる．これは，運動に限らずス
ポーツ実施を促進する場合も同様である．
近年では，運動またはスポーツ実施者の増加に向けた
施策を行うべく，促進・阻害要因について調査されてい
る．運動の場合，阻害要因のカテゴリーが「物理的環境
（施設へのアクセス）」，「時間（仕事や家事で忙しい）」，
「社会（運動仲間）」，「心理（やる気が起きない）」，および
「身体（けが）」など多数存在する（健康・体力づくり事
業財団，2010；Steinhardt and Dishman, 1989；Zunft et al., 

1999）．先行研究では，高校生（Allison et al., 1999），大学
生（Ebben and Brudzynski, 2008；飯干ほか，2003），一般
成人（Al-Otaibi, 2013；Ishii et al., 2009；内田・中垣内，
2020），および高齢者（重松ほか，2007）を対象に阻害要
因との関係について調査されている．その中でも，日本人
が最も有する阻害要因は時間的制約であると報告されて
いる（Ishii et al., 2009）．また，促進要因との関係につい
て，重松ほか（2007）は，不定期に運動を実施する高齢
者は仲間や指導者の紹介を受けること（社会的支援）を
促進要因の１つとして特徴づけている．一方，スポーツの
場合，促進要因のカテゴリーは，「スポーツへの社会化
論」（Kenyon and McPherson, 1973）をもとに，「物理的環
境（施設へのアクセス）」，「時間（仕事や家事からの解
放）」，「社会（友人や指導者）」，「情報（プログラムやイベ
ント）」，および「心理（モチベーションの改善）」など阻
害要因と同様数多く報告されている（健康・体力づくり
事業財団，2010；Sonoda et al., 2017；Van Stralen et al., 

2009）．他にもMatsumura and Chogahara（2020）は，40
歳以上でスポーツを継続している者は「個人の目標」，開
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始した者は「情報支援」，再開した者は「社会的支援」な
ど，スポーツ実施状況に応じた促進要因の特徴を報告し
ている．このように，運動とスポーツの促進・阻害要因に
関する知見は数多く見受けられ，どちらも「物理的環境」
や「社会」，「時間」など共通したカテゴリーを有してい
る．しかし，「運動・スポーツ」と統合し，促進・阻害要
因を検討した調査は限られている（飯干ほか，2003；笹
川スポーツ財団，2020；スポーツ庁，2022b；内田・中垣
内，2020）．現在，日本では，運動・スポーツを通じた，
健康づくりに資する取り組みの支援事業が展開されてい
る（スポーツ庁，2023）．この事業では，国民が「運動・
スポーツ」を習慣的に実施できるよう促進・阻害要因に
注視することが掲げられている．先行研究では，促進・
阻害要因について，運動とスポーツをそれぞれ単独で検
討してきた．しかし，現在，展開されている国の施策を踏
まえると運動とスポーツを統合した上で，促進・阻害要
因について検討する必要があるだろう．それは，運動とス
ポーツそれぞれ単独の場合と「運動・スポーツ」と統合
した場合では，対象者が想起する運動種目の範囲が異な
り，促進・阻害要因にも違いが生じることが推察される
ためである．「運動・スポーツ」の促進・阻害要因を明ら
かにすることができれば，国の施策に直接活用できる情
報が得られ，事業展開を加速させる一助となろう．
「運動・スポーツ」と統合した調査の中で，飯干ほか
（2003）は，大学生のみに焦点を当てている．長ヶ原
（2005）は，自治体が運動実施率向上に向けた計画や健康
目標値を提示するものの，一般成人全体が抱える要因を
考慮しないため，運動実施に奏功しない現状を報告して
いる．人口減少や高齢化が進むなか，運動・スポーツを，
生涯に渡り実施する取り組みが必要になっている．よっ
て，一般成人を対象に調査する必要があろう． 

また，一般成人を対象とするスポーツ庁（2022b）と笹
川スポーツ財団（2020）の調査では，課題がいくつか存
在する．第一に，今後運動・スポーツ実施を開始・継続
するための要望を聞き出す促進要因は調査票に含まれて
おらず，内閣府（2015）の「東京オリンピック・パラリ
ンピックに関する世論調査」や文部科学省（2013）の「体
力・スポーツに関する世論調査」までさかのぼることと
なる．近年調査されていない促進要因を再度検討し，結
果を明らかにすることで，運動・スポーツ施策の再構築
を図る一助となりうる．第二に，阻害要因の回答者は週
１回未満の運動・スポーツ実施者（スポーツ庁，2022b）
や，主観的に運動・スポーツ実施状況が不十分と知覚す
る者（笹川スポーツ財団，2014）に限定され，促進要因
の回答者は運動をまったく実施していない者が集計表に
含まれていない（文部科学省，2013）．また，内田・中垣

内（2020）は，一般成人を対象に促進・阻害要因を調査
しているが，単純集計に留まっているため，実施状況ご
とに特徴を明示していない．Marcus and Forsyth（2003）
は，「どのような運動実施状況の人が多いかを把握し，彼
らに共通した特徴を探り，また何を共通に望んでいるか
を把握した上で，その集団に向けたプログラムの作成」
を勧めている．しかし，現状では，定期的に運動・ス
ポーツを実施している者，不定期に運動・スポーツを実
施している者，およびまったく運動・スポーツを実施し
ていない者といった，それぞれの実施状況における促
進・阻害要因が特徴づけられていない． 

以上から本研究は，一般成人を対象に運動・スポーツ
実施頻度と促進・阻害要因との関係を検討した．

Ⅱ　方　法

１．対象者の選定
2019年11月に鹿児島県鹿屋市の20歳以上の成人男女
1,600名を対象に，運動・スポーツに関するアンケートを
郵送法で実施した．対象者は，性別，年齢（同数），居住
地区（比例配分）による層別抽出を行った後，住民基本
台帳を用いた層別二段抽出により抽出した．
本研究は，鹿屋体育大学倫理審査小委員会の承認を得
て実施した（第11-76号）．アンケートの冒頭に調査の目
的，趣旨等を明記し，アンケートへの回答および提出は
自由意志によるものとした．また，本研究に参加するこ
とで起こりうる不利益や危険性を事前に説明し，アン
ケートの提出をもって研究に同意したとみなした．

２．分析対象
646名の対象者（回答率：40.4％）のうち，性別，年齢，

運動・スポーツ実施頻度のデータが欠損していない617
名を分析対象とした（有効回答率：95.5％，平均年齢：
57.7 ± 16.9歳）．

３．調査項目（表１）
アンケートの調査項目から，基本属性は性別と年齢を抽
出した．運動・スポーツ関連項目として，運動・スポーツ
実施頻度と促進・阻害要因を抽出した．また，対象者が
「運動・スポーツ」について理解できるよう，平成30年度
「スポーツの実施状況等に関する世論調査」（スポーツ庁，
2019）を参考に，過去１年間（2018年９月～2019年８月）
に実施した運動・スポーツの種目を選択肢から選んでも
らい，その後，過去１年間（2018年９月～2019年８月）の
運動・スポーツ実施頻度を質問した．促進要因は文部科学
省（2013）と内閣府（2015）の調査票，阻害要因はスポー
ツ庁（2019）の調査票を参考に作成し，多重回答とした．
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４．統計処理
回答者の年齢は，「20歳代」から「70歳以上」まで10歳
間隔で７区分の年齢層に分類した．運動・スポーツ実施
頻度に応じて，週１回以上実施している者（習慣群），年
１回以上週１回未満実施している者（不定期実施群），
まったく実施していない者（未実施群）の３つのグルー
プに分類した．

運動・スポーツ実施頻度の違いによる「基本属性」，
「促進要因」，および「阻害要因」の違いを検討すべく，
カイ二乗検定を用い，有意差が認められた場合には，事
後検定に Habermanの残差分析を用いた．統計処理には
IBM SPSS Statistics version 27 を使用し，有意水準はす
べて５％未満とした．

表１．アンケート調査項目（一部抜粋）

 

4．3ヶ月に1～2回くらい 5．年に1～2回くらい 6．まったくおこなっていない

●あなたは運動やスポーツをこの1年間（2018年9月～2019年8月）にどのくらいの割合で実施しましたか。

25． 卓球
28.　柔道
31.　相撲
34.　ボクシング

9．初心者や家族でも参加しやすい

● 年齢
（　　　　　　　　　）歳

6．施設を利用するのにお金がかかる
8．身近に施設がない

●あなたが運動・スポーツを実施する際に、困っていることや妨げになっていること、あるいは実施することができない理由を
すべて○で囲んでください。
1．勤務時間が長い

4．休暇がない3．子どもがいる（育児に忙しい）

16.　野球
19.　ラグビーフットボール
22.　テニス

17.　ソフトボール

1．週に3日以上 2．週に1～2日 3．月に1～3日

7.   水泳
10.　スクエアステップ
13.  キャッチボール

12.　ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞDVDによる室内運動
8.　ゲートボール
11.  室内運動器具を利用する運動
14.　縄跳び

●あなたがこの１年間（平成30年9月～令和元年8月）におこなった運動やスポーツを下記の中から選び、あてはまるものすべて
の番号を○で囲んでください。なお、「その他」を選ばれた場合には、種目名等を（　　　）内に記入してください。

1.　 ウォーキング（散歩） 2.　ランニング・ジョギング
4.　 太極拳

Ⅱ．運動・スポーツ関連項目

5.　ヨガ・ｴｱﾛﾋﾞｸｽ（美容体操等）

Ⅰ．基本属性

●  性別
1.　男 2.　女

37.　新体操
40.　つり
43.　スクーバダイビング
46.　乗馬
49.　ハングライダー

21.　バスケットボール
24.　バドミントン
27.　ボウリング
30.　空手

20.　バレーボール
23.  ソフトテニス
26.　ゴルフ
29.　剣道

3.　体操（ラジオ体操等）
6.　ダンス（ジャズ・社交ダンス）
9.　グラウンドゴルフ

15.　陸上競技
18.　サッカー・フットサル

33.　アーチェリー

50.　モーターサイクルスポーツ

36.　器械体操
39.　ハイキング
42.　登山（クライミングを含む）
45.　ボート・ヨット（カヌー）
48.　スキー・スノーボード47.　サーフィン・ウェイクボード

32.　弓道
35.　レスリング

51.　その他（　　　　  　　　　      　　　　　　　　　 　　）

38.　キャンプ
41.　サイクリング
44.　スケート

4．駐車場が完備されている

7．やりたい種目を選択し体験できる

●あなたは、どのような条件がそろっていれば、運動やスポーツを実施したいと思いますか。あてはまるものすべて○で囲んで
ください。すでに定期的な運動やスポーツ活動を実施している方も回答してください。

11．運動をすると疲れる
13．年をとっている

2．専門的・親身になってくれる指導者がいる1．一緒に運動やスポーツをおこなう仲間がいる
3．身近なところにスポーツ施設や運動ができる場所がある

9．下手である（運動技術が劣っている）

2．家事が忙しい

5．用具にお金がかかる
7．一緒に行う仲間がいない

10．年齢や技術レベルに応じたプログラムが用意されている
11．スポーツだけではなく他の文化的活動も並行して楽しむことができる
12．健康や体力チェックなどができる保健センターや施設（医療機関）と連携している

5．簡単にスポーツ施設の予約ができる 6．会費が安い
8．活動の情報が手軽に入手できる

10．運動・スポーツに関する情報が少ない
12．運動・スポーツをするのが面倒である
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Ⅲ　結　果

１．分析対象者の基本属性
分析対象者の基本属性を表２に示す．性別の内訳は男
性266名（43.1％），女性351名（56.9％）であった．また，
年齢層の分布では20歳代が32名（5.2％）で最も少なかっ
た．

２．運動・スポーツ実施頻度の違いによる基本属性
の比較
運動・スポーツ実施頻度別の対象者の基本属性を表３
に示す．分析対象者617名のうち，習慣群は280名
（45.4％），不定期実施群と未実施群はそれぞれ220名
（35.7％）と117名（19.0％）該当した．
３群間比較では，男女比に有意差は認められなかった
ものの，年齢層分布において有意差が認められた．事後
検定の結果，「30歳代」および「40歳代」では習慣群が有
意に低い割合を示し，「30歳代」では不定期実施群が有意
に高い割合を示した．一方，「70歳以上」では習慣群が有
意に高い割合，不定期実施群が有意に低い割合を示し
た．

３．運動・スポーツ実施頻度の違いによる促進要因
の比較
運動・スポーツ実施頻度別の対象者の促進要因を表４
に示す．促進要因について３群間で比較を行ったとこ

表３．運動・スポーツ実施頻度別の違いによる基本属性の比較

表４．運動・スポーツ実施頻度別の違いによる促進要因の比較

 

人数 （%） 人数 （%） 人数 （%）

男性 125 (44.6) 95 (43.2) 46 (39.3)
女性 155 (55.4) 125 (56.8) 71 (60.7)
20歳代 16 ( 5.7) 12 ( 5.5) 4 ( 3.4)
30歳代 17     (  6.1)** 44     (20.0)** 12 (10.3)
40歳代 31   (11.1)* 40 (18.2) 19 (16.2)
50歳代 52 (18.6) 41 (18.6) 21 (17.9)
60歳代 61 (21.8) 49 (22.3) 34 (29.1)
70歳以上 103     (36.8)** 34     (15.5)** 27 (23.1)

  <0.001

性別 0.955 0.620

カイ二乗 p値
習慣群
(n=280)

不定期実施群
(n=220)

未実施群
(n=117)

年齢 49.747

人数 (%) 人数 (%) 人数 (%)
一緒に運動やスポーツをおこなう仲間がいる 146 (52.1)* 102 (46.4) 40    (34.2)** 10.072 0.005 0.132
専門的・親身になってくれる指導者がいる 50 (17.9) 39 (17.7) 9    (  7.7)** 7.252 0.027 0.108
身近なところにスポーツ施設や運動ができる場所がある 145   (51.8)** 100 (45.5) 32    (27.4)** 19.959 <0.001 0.180
駐車場が完備されている 57 (20.4) 38 (17.3) 14 (12.0) 4.031 0.133 0.081
簡単にスポーツ施設の予約ができる 36 (12.9) 29 (13.2) 9 ( 7.7) 2.543 0.280 0.064
会費が安い 99 (35.4) 67 (30.5) 35 (29.9) 1.814 0.404 0.054
やりたい種目を選択し体験できる 46 (16.4) 34 (15.5) 20 (17.1)   0.170 0.919 0.017
活動の情報が手軽に入手できる 30 (10.7) 31 (14.1) 15 (12.8) 1.334 0.513 0.047
初心者や家族でも参加しやすい 73 (26.1)* 75 (34.1) 45 (38.5) 7.150 0.028 0.108
年齢や技術レベルに応じたプログラムが用意されている 52 (18.6) 41 (18.6) 15 (12.8) 2.194 0.334 0.060
スポーツだけではなく他の文化的活動も並行して楽しむこと
ができる

30 (10.7) 24 (10.9) 14 (12.0) 0.136 0.934 0.015

健康や体力チェックなどができる保健センターや施設（医療
施設）と連携している

41 (14.6) 29 (13.2) 18 (15.4) 0.364 0.834 0.024

カイ二乗 p値 効果量

習慣群

n=280

不定期
実施群

n=220

未実施群

n=117

単一回答．（　　）内は各群に対する比率を示している．*: p<0.05，**: p<0.01．

多重回答．（　　　）内は各群に対する比率を示している．*: p<0.05, **: p<0.01

表２．基本属性の特徴（n = 617）

 

266 (43.1)
351 (56.9)

20歳代 32 ( 5.2)
30歳代 73 (11.8)
40歳代 90 (14.6)
50歳代 114 (18.5)
60歳代 144 (23.3)
70歳以上 164 (26.6)

性別

年齢

人数 (%)

　　

男性

女性

（　　）内は回答者全体に対する比率を示している．
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ろ，「一緒に運動やスポーツをおこなう仲間がいる」，「専
門的・親身になってくれる指導者がいる」，「身近なとこ
ろにスポーツ施設や運動ができる場所がある」，および
「初心者や家族でも参加しやすい」において有意差が認
められた．事後検定の結果，「一緒に運動やスポーツを行
う仲間がいる」（社会的支援）および「身近なところにス
ポーツ施設や運動ができる場所がある」（物理的環境の
支援）において習慣群が他の２群よりも有意に高い割合
を示した．

４．運動・スポーツ実施頻度の違いによる阻害要因
の比較
運動・スポーツ実施頻度別の対象者の阻害要因を表５
に示す．阻害要因について３群間で比較を行ったとこ
ろ，「勤務時間が長い」や「家事が忙しい」，「子どもがい
る（育児に忙しい）」，および「休暇がない」の時間的制
約に類する４項目と，「運動すると疲れる」，「運動・ス
ポーツをするのが面倒である」，および「年をとってい
る」の心理的制約に類する３項目において有意差が認め
られた．事後検定の結果，「勤務時間が長い」，「家事が忙
しい」，および「子どもがいる（育児に忙しい）」の時間
的制約に類する３項目において不定期実施群が他群に比
べ有意に高い割合を示した．一方，未実施群では「休暇
がない」（時間的制約）の他に「運動・スポーツをするの
が面倒である」および「年をとっている」の心理的制約
に類する２項目において，他の２群よりも有意に高い割
合を示した．

Ⅳ　考　察

１．習慣群の特徴と課題
習慣群は70歳以上の高齢者に多く該当した．スポーツ
庁の調査（2022b）でも，運動・スポーツを習慣としてい
る者の割合は，年代の中で70歳代が最も高値であること
を報告しており，本研究でも同様の結果が得られた．ま
た，習慣群の割合は30歳代と40歳代の者で有意に低値を
示した．内田・中垣内（2020）は，運動・スポーツ実施
率が20～40歳代の壮年期者で有意に低値を示したことを
報告しており，本研究は類似した結果となった．このよ
うな年代の偏りから，習慣群の促進・阻害要因の特徴は
高齢者の促進・阻害要因の特徴と類似する可能性があ
る．
促進要因では，「一緒に運動やスポーツを行う仲間が
いる」といった，仲間からの「社会的支援」において有
意に高い割合を示した．社会的支援について，久田
（1987）は「個人を取り巻く重要な他者（家族や友人な
ど）から得られる有形・無形の援助」と定義している．
先行研究では，家族や友人から受けた社会的支援が多い
者ほど運動習慣に至ること（板倉ほか，2003）や，集団
での運動実施が個別と比較して精神的充足感を強くもた
らし，運動の習慣化促進に繋がること（横山ほか，2003）
を報告している．本研究でも，習慣群の者において，社
会的支援を知覚する割合が有意に高値を示した．この結
果から，運動・スポーツをさらに継続すべく，仲間が作
れる環境づくりを推進する必要性が示唆された．

表５．運動・スポーツ実施頻度別の違いによる阻害要因の比較

人数 (%) 人数 (%) 人数 (%)
勤務時間が長い 30 (10.7)** 44  (20.0)* 20 (17.1)   8.612   0.013 0.118
家事が忙しい 23 (  8.2)** 51    (23.2)** 22 (18.8) 22.164 <0.001 0.190
子どもがいる（育児に忙しい） 16 (  5.7)** 39    (17.7)** 10 (  8.5) 19.469 <0.001 0.178
休暇がない 15 (  5.4)** 28 (12.7) 18     (15.4)*   12.410   0.002 0.142
用具にお金がかかる 21 ( 7.5) 20 (  9.1) 11 (  9.4)   0.581   0.748 0.031
施設を利用するのにお金がかかる 38 (13.6) 35 (15.9) 15 (12.8)   0.796   0.672 0.036
一緒に行う仲間がいない 34 (12.1) 30 (13.6) 18 (15.4)   0.788   0.674 0.036
身近に施設がない 36 (12.9) 30 (13.6) 13 (11.1)   0.438   0.803 0.027
下手である（運動技術が劣っている） 15 ( 5.4) 18 (  8.2) 14 (12.0)   5.276   0.072 0.092
運動・スポーツに関する情報が少ない 11 ( 3.9) 17 (  7.7) 11 (  9.4)   5.317   0.070 0.093
運動すると疲れる 15    (  5.4)*      22 (10.0) 14 (12.0)   6.109   0.047 0.100
運動・スポーツをするのが面倒である 12 (  4.3)*  16 (  7.3) 13     (11.1)**   6.414   0.040 0.102
年をとっている 39 (13.9) 25 (11.4) 26     (22.2)**   7.407   0.025 0.110

習慣群

n=280

不定期
実施群

n=220

未実施群

n=117 効果量p値カイ二乗

多重回答．（　　　）内は各群に対する比率を示している．*: p<0.05, **: p<0.01
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また，「身近なところにスポーツ施設や運動ができる
場所がある」といった，アクセスを示す「物理的環境の
支援」も有意に高値を示した．Lee et al.（2007）は，施
設への物理的距離が同じでも，運動施設に関する認知に
よって身体活動が異なることを指摘している．近年で
は，客観的指標として Geographic Information System 

（GIS）や第三者評価を活用した研究（相馬ほか，2015；
Kikuchi et al., 2018）がなされている．本研究は促進・阻
害要因について，すべて主観的評価で行った．この点に
ついては，運動・スポーツできる場所が不十分であるこ
とを知覚しているのか，運動・スポーツできる場所は既
に確保されているがそれを知覚していないのか，解釈す
る上では留意が必要である．いずれにしても，習慣群に
対する今後の施策として，運動・スポーツ施設の設置に
限らず，公民館や公園をはじめとした既存の施設を活用
した運動・スポーツ教室等を開催・周知するなど，利便
性の高い場所での運動・スポーツ実施者を高める施策を
講じる必要性が示唆された．
阻害要因について，習慣群が有意に高値を示した項目
はなかった．スポーツ庁（2022b）では，運動・スポーツ
実施頻度が週１回未満の者のみを対象に阻害要因を調査
しているため，習慣者の阻害要因を検討した事例はな
かった．本研究では，習慣群にも阻害要因を調査し，途
中で中止しないよう，「運動・スポーツを継続するため
の支援」の一助を図った．その結果，「年をとっている」
（身体・心理的制約）と回答した割合が13.9％と最も多
かった．習慣群の中で，60歳以上の者の割合は58.6％を
占め，他の群より高値を示すことも原因の１つといえよ
う． American College of Sports Medicine（2017）は高齢
者の運動処方について，主観的に中強度以上の運動強度
を推奨している．しかし，Harada et al. （2014）の報告で
は，高齢者の約９割が中強度の運動を「きつい」と認識
していることから，低強度の運動の方が，無理なく継続
できると予想される．さらに，近年では，低強度の運動
についても，筋力の増大（Csapo and Alegre, 2016），抑う
つ症状の減少（Hu et al., 2020），および認知機能との良
好な関連（Gothe, 2020；Johnson et al., 2016）が報告され
ている．今後は，身体的ストレスを軽減した運動・ス
ポーツを提供するなど，未習慣移行を未然に防ぐ施策お
よび介入が必要である．

２．不定期実施群の特徴と課題
内田・中垣内（2020）は，20～40 歳代の壮年期者が週

１回未満の運動・スポーツ実施頻度に多く該当したこと
を報告しているが，週１回以上の運動・スポーツ実施頻
度と２群間比較したものであった．本研究では，週１回

未満の運動・スポーツ頻度を「不定期実施群」と「未実
施群」に細分化した結果，不定期実施群は30歳代の割合
が有意に高値を示した．すなわち，壮年期者の多くは，
運動・スポーツ実施を開始しているが，頻度の観点から
習慣には至らない段階であることが考えられる．また，
不定期実施群の特徴が壮年期者の促進・阻害要因の特徴
と類似する可能性がある．
促進要因について，不定期実施群が有意に高値を示し
た項目はなかったが，習慣群と同様「一緒に運動やス
ポーツをおこなう仲間がいる」（社会的支援）が46.4％，
「身近なところにスポーツ施設や運動ができる場所があ
る」（物理的環境の支援）が45.5％と，２項目が約半数近
く回答された．文部科学省（2013）の調査では，どの運
動・スポーツ実施頻度においても，公共スポーツ施設数
の増加を望む者の割合は約30～40％，民間スポーツ施設
数の増加を望む者の割合は約20％台と，大きな差がみら
れないことを示している．また，重松ほか（2007）は，
月に１～２回と不定期に運動実施する高齢者の特徴とし
て，運動場所の紹介や送迎（物理的環境の支援），仲間や
指導者の紹介（社会的支援）を望んでいることを挙げて
いる．本研究の不定期実施群は，社会的支援および物理
的環境を知覚する割合が習慣群に近かった．この結果
は，不定期実施者は習慣者と同様の施策を講じることで
も定期的な運動・スポーツ習慣の醸成につながる可能性
があるといえよう．
阻害要因では，「勤務時間が長い」，「家事が忙しい」，
および「子どもがいる（育児に忙しい）」といった時間的
制約が有意に高値を示した． Ishii et al.（2009）は，運動
に関して，日本人で最も強い阻害要因は時間的制約であ
り，若年者になるほどその傾向が強いと報告している．
しかし，時間的制約が運動・スポーツ実施頻度にどのよ
うな影響を及ぼしているのか明らかにされていなかっ
た．本研究の結果では，時間的制約は不定期に運動・ス
ポーツを実施する者に多く該当した．谷ほか（2018）は，
食品製造業工場にて，業務の合間に筋力トレーニングや
ストレッチを中心とした運動を導入することで，運動機
能の向上や，背部と足首の疲労感が減少したことを報告
している．さらに，Jindo et al.（2020）は，職場にて体操
をはじめとした運動を週１回以上実施している群はして
いない群よりも仕事に対するポジティブな心理状態を有
していることを報告している．これらの知見を踏まえ，
今後，運動・スポーツに対する時間的制約を解消するた
めには，職域および地域との連携を図り，定期的な運
動・スポーツ習慣の支援が必要であると考えられる．
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３．未実施群の特徴と課題
塚尾・久野（2017）は，運動をはじめとした健康づく
りの行動変容に至らない無関心層の特徴について，①情
報収集しておらず，健康づくりの重要性を理解していな
いこと，②周囲の人からの口コミが行動変容につながる
可能性があることと報告している．本研究では促進要因
について，未実施群が有意に高値を示した項目はなかっ
たものの，「初心者や家族でも参加しやすいこと」が
38.5％で最も多く回答された．これは，運動・スポーツ
プログラムに関する情報的支援と解釈できる．さらに，
「一緒に運動やスポーツをおこなう仲間がいる」といっ
た社会的支援は有意に低値を示したものの，２番目に多
く回答された．未実施群の者が自ら情報収集しない特徴
を考慮すると，心理的制約の解消を図りながら運動・ス
ポーツ開始を促進するためには，周囲の人からの社会的
支援（口コミ）を頼りに運動・スポーツプログラムの情
報支援が必要である．
健康・体力づくり事業財団（1995）では，運動しない
理由について，「面倒だから」や「運動が嫌い」など運動
したいと思わない者を「運動拒否群」と分類している．
本研究では，「運動すると疲れる」，「運動・スポーツをす
るのが面倒である」，および「年をとっている」といった
心理的制約が有意に高値を示し，「運動拒否群」に共通ま
たは類似した特徴を有している．先行研究（岡，2003．
常行ほか，2011）では，運動実施に対する自信（セルフ・
エフィカシー）が高い者ほど運動習慣を維持していると
報告されており，運動に対する個人の心理状態を変化さ
せることが運動・スポーツ実施を開始する条件となりう
る．一方，「休暇がない」といった時間的制約も有意に高
値を示した．健康・体力づくり事業財団（1995）では，
運動したいと思っているが積極的な実施に至らない者を
「運動潜在群」とし，その中に時間的制約が含まれてい
る．この制約を有する者は不定期実施群と同様の支援策
を用いることが必要と考えられる．

４．本研究の限界と意義
本研究ではいくつかの限界が存在する．第一に，本研
究は横断研究であるため，因果関係について明らかにす
ることはできない．第二に，本研究は鹿児島県鹿屋市在
住の者のみを対象としており，20歳代の回答者数が全体
の5.2％と少なかった．これは，地域の特性による影響が
考えられ，一般化するには限界がある．今後，その他の
市町村も同様に調査することで，一般成人の観点から妥
当性を見出すことができるだろう．第三に，本研究は性
別および年代ごとの回収率に差がみられた．先行研究
（澁谷ほか，2015）では，郵送法による回答者の平均年齢

は比較的高くなると報告されている．すなわち，本研究
は年代による自己選択バイアスを回避しきれていない可
能性がある．第四に，運動・スポーツ実施頻度別の対象
者の基本属性を検討した結果，年齢層分布に有意差が認
められた．これは，基本属性が促進・阻害要因に直接影
響を与えていることが考えられる．第五に，本研究では
仕事や家事などの身体活動を含まない運動・スポーツに
ついて尋ねたため，職種による身体活動の要因が考慮さ
れていない．
その一方で本研究の意義は，第一に，近年調査されて
いなかった促進要因，および運動・スポーツを定期的な
実施者を対象に加え阻害要因を調査したことが挙げられ
る．第二に，重複する点の多い，「運動」と「スポーツ」
を統合したことが挙げられる．これらから，より包括的
に促進・阻害要因に関する新たな知見を得ることができ
た．今後，各群の特徴と課題を踏まえ，一般成人の運動・
スポーツ実施率向上に向けた施策および介入が求められ
る．

Ⅴ　結　論

本研究は，一般成人を対象に運動・スポーツ実施頻度
と促進・阻害要因との関係を検討した．その結果，運
動・スポーツ実施頻度の相違によって促進・阻害要因の
特徴が明らかとなった．今後の施策として，運動・ス
ポーツ習慣のある者は一緒に実施する仲間，および身近
にできる場所がさらに継続するために必要と考えられ
る．一方，不定期に運動・スポーツを実施する者は時間
的制約を，運動・スポーツを実施しない者は心理的制約
を解消することが運動・スポーツ実施の醸成に必要であ
ると考えられる．
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